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“teach” or “support”

teach

: to show somebody how to do something 

so that they will be able to do it themselves

support

: to give or be ready to give help to somebody

if they need it
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に自閉症を併せた子どもに関わっているが、こうした場合には、例えば「P.d.C.a」という

ようなメリハリが考えられる。計画することに、ある程度、力を注ぐことが必要で、その

後それに従った授業展開を行い、その結果の評価に力を入れるという意味である。 

要は、子どもに即して、具体的に工夫することが、何より重要である。 

 

（３）特別支援学校における教育課程の編成 

 特別支援学校の学習指導要領解説総則編において、教育課程の定義が示され、指導計画

と区別されている。教育課程は、学校における「教育目標の設定」、「指導内容の組織」、「授

業時数の配当」の三つを要素とする当該学校の教育計画であるとされている。それを具体

化したものが年間指導計画や学期ごと、月ごと、週ごとに、立案される指導計画であり、

本時の指導案である。そして、これらの指導計画に含まれるものとして、今回の改訂で拡

充された個別の指導計画が存在するということになる。 

 

①小・中学校等に準じた教育課程の編成 

 教育課程の編成を大きく二つに分けて考えてみたい。一つは、幼稚園や小・中学校、高

等学校の学習指導要領等に準じて教育課程を編成する場合である。もちろん、その前提と

しては、子どもの実態がそのような教育課程の編成を必要としているという教師等の意識

や的確な実態把握がなければならない。しかし、特別支援学校の学習指導要領等を眺めて

みると、そうした前提の元に、様々な配慮を行うことができる仕組みが整えられている。

それらを有効に活用することが必要であろう。例えば、障害特性故に指導が困難と予想さ

れる内容については、それを取り扱わなくてもよいこと、あるいは、下学年や下学部の目

標、内容に置き換えてもよいことなどである。 

 しかし、まずは小学校学習指導要領等をしっかり読み取り、基本を押さえることが大切

である。また、今回の改訂であれば、外国語活動、発展的な学習、言語活動の充実などの

新たな事項についても理解する必要がある。 

 例えば、今回の外国語活動の新設に係るその発端は、昭和 61 年 4 月の臨時教育審議会

の第二次答申に遡る。また、急激な社会の変化や国際化に伴い、平成 4 年以降、国際理解

教育の一環としての英語教育の導入が話題となり、研究開発学校等での実践が行われ、平

成 10 年の改訂において新設された「総合的な学習の時間」の中で、小学校段階に相応し

い体験的な学習として、外国語に関する教育が実施されることとなった。その後、小学校

英語活動実施状況調査が行われ、その結果から、平成 20 年の改訂で、小学校の第 5 学年

と第 6 学年に「外国語活動」が位置付けられることとなった。小学校段階で外国語に触れ

たり、体験したりする機会を設けることで、中・高等学校においてコミュニケーション能

力を育成するための素地をつくるという趣旨があることを踏まえる必要がある。このよう

に、社会の変化等を勘案して、今の時代にどのような子どもの育成を図るべきかという課

題に対する一つの試みであるということを認識する必要がある。外国語活動導入の背景に

ついては、特別支援教育の立場からの理解が必要であり、それに基づいた取組も大切であ

る。 

 また、発展的な学習については、前述の「総合的な学習の時間」の導入に関わり、その

後の国際的な学力テスト等の結果や総合的な学習の時間の実施上の課題等の指摘がなされ、
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な教育課程ととらえることができる。このように、基本的な教育課程の類型を押さえた上

で、各学校においては、子どもの実態等に応じた特色あるしかも多様な教育課程の編成に

努めることが大切である。 

まずは、教育課程のとらえ方について、子どもの発達段階や障害種別を超えて、関係者

同士が共通理解し合えるようにすることが必要であろう。 

 

④学習評価及び指導の評価 

 子どもの実態等に即して、よいと思ったり必要と考えたりしたことがほとんど何でもで

きるようになっているというのが、特別支援学校の学習指導要領等の特徴であると言うこ

とができる。そうすると、PDCAサイクルで教育課程編成を行うとしても、子どもの発達段

階や障害特性等に応じて、それぞれ何をどのように考えて教育課程を編成しているのか、

また、それに基づいた指導の結果がどうなっているのかについての説明が重要になる。 

前回の改訂以降、絶対評価がより重視されるようになり、評価規準に基づいた学習評価

が行われるようになった。準ずる教育を行う分野では、小・中学校等の実践が参考となり、

特別支援学校での応用も徐々に進みつつある。 

しかし、例えば、知的障害の子どもへの指導の評価に関しては、小・中学校等では実践

されていないことから、特別支援学校での独自の研究実践が必要になる。 

知的障害教育においては、教育課程編成における二重構造などの考え方も踏襲されてき

ているが、それを用いるにしても、学習評価をどのような形で進めていくかについては、

当該学校での地道な工夫と実践が重要になる。 

また、子どもの学習を評価するということは、見方を代えれば、教師の指導の評価でも

ある。したがって、教師においては、指導の出来、不出来をしっかり反芻する姿勢が必要

である。今回の改訂においては、特別支援学校における個別の指導計画や個別の教育支援

計画の作成が位置付けられた。このことは、指導の充実を図るという意味で生かすととも

に、指導における目標設定と評価の関連、あるいはそれぞれの客観化に生かすという視点

でも活用したいものである。 

特別支援学校においては、子どもの実態の多様化に即した教育課程の編成、実施、評価

の取組が課題であり、特に、具体的な実践に基づいた教育課程の改善の努力が各学校に求

められていると思う。 

 

                 （筑波大学附属久里浜特別支援学校長 宍戸 和成） 
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